
１．は じ め に

本稿の目的は，これまで財政学の分野で研究が広く行われてきた，政府の歳

入・歳出関係（Revenue-Expenditure Nexus）に関する議論を整理し，都道府県

レベルのパネル・データを用いた実証分析を行うことによって，これまでのわ

が国の地方財政運営について示唆を与えることである。

政府の歳入・歳出関係の議論は，税・支出論争（Tax-Spend Debate）ともよ

ばれ，歳入・歳出の通時的な因果関係を，おもに時系列分析の手法である，

Granger因果性テストを用いて明らかにするものである。歳入・歳出関係に関

する実証分析は，１９８０年代以降，アメリカをはじめとする多くの国の中央・地

方財政を対象として数多く行われており，すでに膨大な研究の蓄積がある。

このように，歳入・歳出関係の研究が行われるようになった背景としては，

当時のアメリカにおける財政赤字の深刻化とその対処を巡る意見の相違があっ

た。財政赤字を削減するためには，増税で対処する方法と歳出削減で対処する

方法があるが，Friedmanをはじめとするサプライサイダーたちは，増税（Tax）

を行うことは，歳出増（Spend）につながり，財政再建の手段として適切では

ないと議論した1。つまり，歳入・歳出関係に関する実証分析は，Tax→Spend
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1 ただし，Friedmanの議論（例えば，Friedman（1978））の主眼は，財政赤字の削減
ではなく，政府（歳出）の規模にある。
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の因果関係が成立するか否かについて明らかにすることを通じて，この議論の

妥当性について実証的な証拠を提供することが本来の問題意識であったと考え

られる2。言い換えると，財政収支を決める歳入と歳出の動きに相互依存関係

があるかどうかを明らかにすることに目的があったと考えられる。しかし，

１９８０年代後半以降は，歳入と歳出の因果関係自体の検証を問題意識として掲げ

る研究が多く現れるようになってきている3。

この歳入・歳出関係の議論と分析の枠組みは，わが国の地方財政運営のあり

方を明らかにする上でも，以下の点で有意義であると考えられる。

まず，わが国の地方財政においても，１９９０年代以降，財政赤字が拡大し，財

政の健全化が喫緊の課題となっていることである。このことは，地方政府にとっ

ての歳入・歳出関係を分析することの重要性を意味するといえるが，わが国の

地方財政を考える上では，国と地方の財政関係に着目することも重要である。

わが国の地方財政は，歳入面については，独自の財源である地方税の占める

割合が低い一方で，国からの財政移転である地方交付税・国庫支出金等に依存

する割合が大きいことが特徴である。このように，少なくとも歳入面で，政府

間財政移転に依存する度合いが大きい地方財政の現状は，例えば，赤井・佐藤・

山下（２００３）が指摘するような，地方交付税によるソフトな予算制約問題など

のいくつかの問題を引き起こすことになった背景になっていると考えられる。

また，同じ歳入でも，財源の性質によって，歳出に与える（から受ける）影響

は異なることも考えられる。

このような地方財政に関係する実態を明らかにする上でも，地方の歳入と

歳出の関係を明らかにすることは重要であると考えられるが，これまで Doi

（１９９８）など一部の研究を除いて，わが国の地方財政に歳入・歳出関係の議論

を適用した研究は十分に行われてこなかった。そこで本稿では，これまで行わ

れてきた歳入・歳出関係の議論を，わが国の地方財政（の歳入面）において重

要な役割を果たしている政府間財政移転（地方交付税・国庫支出金）や地方債

の影響も考慮する形で拡張して，実証分析を行う。

2 たとえば，Anderson et.（1986），Manage and Marlow（1986），von Furstenberg et.（1986）。
3 たとえば，Miller and Russek（1989），Owoye（1995），Islam（2001）など。
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本稿の構成は以下の通りである。第２節では，歳入・歳出関係に関する文脈

の整理を行うとともに，本稿の問題意識に照らし合わせて検証すべき内容を明

らかにする。その上で，第３節で実証分析を行い，第４節はまとめである。

２．先 行 研 究

２．１ 歳入・歳出関係に関する仮説と実証

前述の通り，この歳入・歳出関係の議論では，歳入（もしくは税収）と歳出

の関係の確認は，主にベクトル自己回帰（VAR）モデルの推定と Grangerの因

果性テストに基づいて行われる。つまり，歳入（もしくは税収）と歳出の少な

くとも２変数を含む VARを推定し，両者の Granger因果性をチェックするこ

とによって，歳入と歳出の通時的な関係が明らかにされることになる。因果関

係の方向と有無によって生じる４つのケースについて，以下のような仮説との

関係が検討されてきた4。

�１ 歳入が歳出の原因となる場合は，Tax-Spend Hypothesisと呼ばれ，歳出

の変化に先立って歳入が変化していることを意味しており，税収の増加は財政

支出の増加につながるとした Friedman（１９７８）の議論や，逆に税負担の減少

が財政錯覚を通じて財政支出の増加に結びつくとした Buchanan and Wagner

（１９７７）の議論と整合的であると考えられる。この Tax-Spend Hypothesisが成

り立っているとした研究として，例えば，国家レベルのデータを用いた Blackley

（１９８６），Bohn（１９９１），地方財政のデータを用いたMarlow and Manage（１９８７），

Holtz-Eakin et.（１９８９），Joulfaian and Mookherjee（１９９０），Mahdavi and Westermund

（２００８）などが挙げられる。

�２ 歳出が歳入の原因となる場合は，Spend-Tax Hypothesisと呼ばれ，�１の

ケースとは逆に歳入の変化に先立って歳出が変化していることを意味してお

り，歳出が決定されると，課税平準化を行うべく歳入を調整するとした Barro

（１９７９）の考え方や，一時的な歳出増加が，恒常的な増税に結びつく（転移

4 歳入・歳出関係の実証分析に関するサーベイとしては，Payne（2003）が挙げられ
る。
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効果）とした Peacock and Wiseman（１９７９）の考え方と整合的な状況であると

考えられている。この Spend-Tax Hypothesisが成り立っているとした研究とし

ては，国家レベルのデータを用いた研究としては，Anderson et.（１９８６），von

Furstenberg et.（１９８６），Islam（２００１），地方財政のデータを用いた研究としては，

Dahlberg and Johansson（１９９８）が挙げられる。

�３ 歳入と歳出の間に両方向の因果関係が認められる場合は，Fiscal Synchro-

nization Hypothesisと呼ばれ，歳入と歳出がお互い影響を受けながら変化して

いることを意味しており，Musgrave（１９６６）やMeltzer and Richard（１９８１）が示

唆するように，政府支出の限界便益と限界費用が釣合うように同時的に決まる

との考え方と整合的であるとみなされる。この，Fiscal Synchronization Hypothe-

sisが成り立っているとした研究として，Manage and Marlow（１９８６），Miller and

Russek（１９８９），Katrakilidis（１９９７），Chang and Chaing（２００９）が挙げられる。

�４ 歳入と歳出の間に因果関係が認められない場合は，歳入と歳出が独立し

て決まっていることを示唆しており，Institutional Separation Hypothesisなどと

呼ばれる。この状況が成り立っているとの実証結果を示したものとしては，

Baghestani and McNown（１９９４）が挙げられる。

また，対象時期によって歳入・歳出関係に関する結果が異なるとする研究や，

データの集計範囲，対象によって異なる結果となることを示している研究もあ

る。例えば，G7の国家財政を対象とした Owoye（１９９５）では，日本とイタリ

アについてのみ，Tax-Spend Hypothesisが成り立っている以外は，Fiscal Synchro-

nization Hypothesisが成り立っているとし，アメリカの州財政を対象とした

Payne（１９９８）では，Tax-Spend Hypothesisが成立しているのが２４州，Spend-Tax

Hypothesisが成立しているのが８州，Fiscal Synchronization Hypothesisが成立

しているのが１１州あるとした。

これらの結果は，歳入・歳出関係が異なる国や地域をまとめて実証分析する

場合や，ある時点で因果関係の変化があるにもかかわらず，そのことを考慮し

ないで１つのサンプルとして分析すると誤った結果を導く可能性があることを

示唆しており，実証分析の結果を解釈する上では注意が必要であるといえる。
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いずれにしても，以上のように，歳入・歳出関係に関する実証分析の結果は

きわめて多岐に渡っており，Tax-Spendか Spend-Taxか，という本来の論争に

も決着が着いているわけではない。個々の問題意識，分析対象に応じて結果の

解釈が行われてきたといえる。また，上記の�１～�４に示したような，歳入・歳

出の因果関係と仮説との関係は，Dahlberg and Johansson（１９９８）も指摘するよ

うに，実証結果から，特定の因果関係（ないしは有無）と整合的であると言え

るまでであって，どの理論モデル（仮説）が成り立っているかについては，識

別はできないことに注意が必要である。

２．２ わが国の実証分析

わが国で，歳入・歳出関係の枠組みを用いた実証研究として，堀場（１９９０），

Doi（１９９８），Ihori et.（２００１），Doi and Ihori（２００２），下野他（２００５），高橋（２００８），

Doi and Ihori（２００９）などがある。いずれも地方財政を考慮に入れた実証分析

となっているが，データの単位や定義，また分析目的はそれぞれ異なる。そこ

でまず，本稿と同じく，主に都道府県の財政を対象とした実証分析から取り上

げることとする。

堀場（１９９０）は，わが国の地方財政に歳入・歳出関係の議論を応用した初期

の研究である。都道府県，市町村のそれぞれについて，１９５８年度から１９８７年度

の決算データを用いて，歳出と歳入の因果関係があるか検定を行った結果，主

に歳出→歳入の因果関係を検出し，「歳出が歳入を決めている」可能性を指摘

している。

Doi（１９９８）は，１９５６年度から１９９５年度までの都道府県の歳入・歳出データ

を用いた因果性テストを行うとともに，歳入・歳出関係の議論に対し，わが国

の地方財政のあり方に即した新しい解釈を提示している。これまで，わが国の

地方財政は，歳入面では中央政府により統制されているものの，歳出面では地

方政府の意向が比較的に反映されやすいと指摘されてきた。このことを踏まえ，

歳入→歳出の因果関係が確認されれば，地方財政は「中央集権的」であり，逆

に，歳出→歳入の因果関係が確認されれば，「地方分権的」，両方向の因果関係

が確認されれば，「中央政府の統制と地方政府の要求によって運営されている」
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と解釈することを提案した。これを受けた実証分析では，都道府県ごとに因果

性テストを行った結果，大半の都道府県で両方向の因果関係が確認され，わが

国の地方財政は完全に中央集権的に運営されているのではなく，地方政府の要

求も受けて運営されているとの結論を述べている。

下野他（２００５）は，地方分権とは何かを検証することを課題として，分析手

法の一つとして歳入・歳出関係の枠組みを利用している。基本的なアイディア

については，Doi（１９９８）を引き継ぎながらも，都道府県の歳入・歳出を地域

ブロックごとに集計した上で，地域ごとに，因果性テストを行い，関東と西日

本の大部分が地方分権的としている。しかし，彼らの研究では，実証結果をみ

て，因果関係から中央集権・地方分権への判断を逆転させており5，方法論的

に問題がある。

高橋（２００８）では，スウェーデンの地方財政を対象として歳入・歳出関係の

実証分析を行った Dahlberg and Johansson（２０００）の枠組みを用いて，歳入・

歳出関係の議論をわが国の都道府県財政に適用している。この研究の実証分

析上の特徴は，パネルデータを用いて因果性テストを行う際，推定する必要

のある VARがダイナミック・パネルとなることに留意して，Allerano and Bond

（１９９１）による GMM推定を行っていることである。また，原則として，歳入

と歳出の２変数に関する因果性を検定した，Doi（１９９８），下野他（２００５）とは

異なり，歳入，歳出に加え，補助金（地方交付税）の３変数の因果関係を VAR

によって検定していることも特徴である。実証分析の結果，過剰識別検定によ

るモデル選択によって，歳出に対して，歳入および補助金が Grangerの意味で

原因となっており，また，補助金の係数の大きさから，フライペーパー効果が

確認されるとしている。ただし，サンプルには不交付団体が含まれており，結

果の解釈には注意を要する。また，変数の定常性についても言及がなされてい

ない。

これらの研究に対し，Ihori et.（２００１），Doi and Ihori（２００２），（２００９）は，国

と地方の財政を統合したデータないしは，国レベルで集計したデータを用いた

5 下野他（2005）p.41では，「歳入から歳出への因果関係が成立している場合を地方
分権的」としている。
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実証分析となっている。このうち，Ihori et.（２００１），Doi and Ihori（２００２）は，

財政再建プロセスを利益団体としての地方政府間の動学的ゲームとして捉え，

これに基づいた実証分析を行っている。実証分析としては，財政支出（純粋公

共財と地方公共財の２つに分割），税収，公債残高の４変数に関する因果性テ

ストを行い，税収の増加が地方公共財向け歳出につながっているとの結果から，

１９９０年代の財政赤字は，地方利益団体のフリーライドによって深刻化したとの

見解を示している。一方で，Ihori and Doi（２００９）は，地方交付税，交付税及

び譲与税配布金特別会計（交付税特会）借入，地方政府による公共投資，GDP

の４変数 VARの推定と因果性テストを行うによって，地方政府がソフトな予

算制約に直面しているとしている。

２．３ 検証すべき課題

２．２節にまとめたように，わが国の地方財政を対象にして，歳入・歳出関係

を適用して，地方財政のあり方を因果関係の側面から定量的に評価しようとす

る試みは行われているが，依然として，以下のような課題が残されていると考

えられる。

一つは，サンプル期間の問題である。時系列データを用いた，Doi（１９９８），

Ihori et.（２００１），Doi and Ihori（２００２），下野他（２００５）などは一定のサンプル

サイズを確保するために，いずれも１９５０年代半ばから９０年代半ばまでの長期時

系列データを１つのサンプルとしている6。しかし，実際には，この４０年間の

間に地方財政を取り巻く環境は大きく変化しており，いくつかの構造変化も起

こったと考えられる。したがって，比較的長期のサンプルをとりながらも，パ

ネル・データを構築することによって，１５～２０年程度を１つの期間とした，サ

ブサンプルによる実証分析を行うことが有益であると考えられる。

もう一つは，地方政府の歳入面における，政府間財政移転や地方債の考慮で

ある。わが国の地方財政は，前述のように歳入面で政府間財政移転に対する依

6 ただし，Doi and Ihori（2002）では，因果関係に生じた構造変化の時期を探るため
に，サンプルの終点を1年ずつ短くした場合の推定結果についても掲載し，検討して
いる。
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存度が大きいことを踏まえると，地方独自の財源である地方税とそれ以外の財

源を分けて，因果関係を明らかにすることが必要であると考えられる。堀場

（１９９０），高橋（２００８）や Ihori and Doi（２００９）では，地方交付税の影響を考

慮しているものの，国庫支出金や地方債の影響は分析対象となっていない。本

稿の実証分析では，これらの財源の違いにも着目する。

３．実 証 分 析

３．１ データの特徴と分析手法

まず，実証分析で用いるデータの出所と特徴について説明する。サンプルは，

都道府県単位の歳入・歳出決算データを時系列方向にプールしたパネル・デー

タであり，各都道府県の決算は，総務省『地方財政統計年報』の計数を利用し

た。対象とする分析期間は，１９７５年度から２００７年度までの３３年間である。

図１は，この分析期間における，各都道府県の歳出総額と，主な財源（地方

税，地方交付税，国庫支出金，地方債）ごとの収入額をすべての都道府県につ

いて合計し，その推移をまとめたものである。これによると，バブル経済が崩

図１ 都道府県歳入・歳出の推移（１９７５～２００７年度）

（出所）地方財政統計年報から作成
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壊した１９９０年頃を境にして，①これまで右肩上がりだった財政規模（歳出）が

ほぼ横ばいになり，②財源の内訳で見ると，地方税収が低迷する一方で，国か

らの財政移転や地方債に依存する度合いが急激に高まるなどの変化が生じてお

り，地方財政を取り巻く環境が大きく変わっていることが確認できる。

このことは，歳入・歳出関係を分析するにあたっては，前述のように，長期

による分析だけではなく，経済・財政構造の変化に応じてサンプルを分けた実

証分析も行うことが必要であること，また，歳入・歳出（総額）間の関係だけ

ではなく，歳入面については財源の性質の違いに着目する重要性も示している

と言えよう。

そこで，本稿では，通常の歳入・歳出総額を用いた２変数間の因果関係だけ

ではなく，財源の内訳（地方税，地方交付税，国庫支出金，地方債）にも着目

した多変数間の因果関係についても明らかにする。同時に，構造変化について

は，全サンプルを用いた推定を行うとともに，１９９０年を境目としたサブサンプ

ルを用いた推定（バブル崩壊前：１９７５年度～１９９０年度，バブル崩壊後１９９１年

度～２００７年度）も行うことによって対処することとする。これによって，構造

変化が歳入・歳出関係に及ぼす影響や，財源によって，歳出との因果関係が異

なるかどうかについて，適切に分析することができると考えられる。

なお，歳入面では，地方交付税の交付を受けていない不交付団体の存在に注

意が必要である。不交付となった団体の財政運営のあり方は，交付団体とは異

なる可能性があると考えられることから，サンプル期間（１９７５年度～２００７年度）

において，１年でも不交付となったことがある４都府県（東京都，神奈川県，

愛知県，大阪府）はサンプルから除くこととした。したがって，パネル・デー

タの個体方向のサンプルサイズは４３となっている。

次に分析手法について説明する。歳入・歳出関係を検証するための分析手法

としては，多くの先行研究と同様に，VARモデルの推定と Granger因果性テス

トを用いる。

一般に，n変数 VAR（p）モデルは，以下のように表される。
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ただし，ここで， であり，

C は定数項ベクトル，Atは時系列方向の固定効果ベクトル，Bkは係数ベクト

ル，eitは撹乱項ベクトルを表すものとする。

本稿では，歳入・歳出関係を分析するために，財源の内訳を考慮しない，歳

入総額［Eit］と歳出総額［Rit］の関係を明らかにする２変数の VAR（モデル１

とする）と，財源の内訳を考慮して，歳入を地方税［Tit］，地方交付税［Lit］，

国庫支出金［Mit］，地方債［Bit］に分けた５変数の VAR（モデル２とする）の２

つのモデルを考える。

なお，パネル分析においても，有限標本のもとで一致推定量を求めるには，

変数の定常性を確保することが必要である。そこで，Choi（２００１）によって提

案された Fisher-typeのパネル単位根検定を用いて，単位根検定を行った結果

（表１，表２），レベルでは単位根があるとの帰無仮説を棄却できないケース

があったため，対数階差をとった系列［Δln Eit，Δln Rit］，［Δln Eit，Δln Tit，

Δln Lit，Δln Mit，Δln Bit］について VARを OLS推定することとした。また，

ラグ数については，SBIC（シュワルツの情報統計量基準）によって選択し，

表１ 単位根検定（レベル）

変 数 全サンプル １９７５～１９９０ １９９１～２００７

log（E） －９．７３０ ＊＊［０．０００］ －４．９１４ ＊＊［０．０００］ －４．３５１ ＊＊［０．０００］

log（R） －９．１２３ ＊＊［０．０００］ －３．７５０ ＊＊［０．００１］ －４．０７８ ＊＊［０．０００］

log（T） －１６．３０２ ＊＊［０．０００］ ０．８３０ ［０．７９７］ －４．５７８ ＊＊［０．０００］

log（L） －１１．５４３ ＊＊［０．０００］ ０．３６８ ［０．６４４］ －１．４２３ ［０．０７７］

log（M） －３．０５３ ＊＊［０．００１］ －１５．６３９ ＊＊［０．０００］ ６．３６９ ［１．０００］

log（B） －４．５１５ ＊＊［０．０００］ －５．４９２ ＊＊［０．０００］ －７．８４３ ＊＊［０．０００］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（すべてのクロスセクション系列が単位根を持つ）

が棄却されることを表す。
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いずれのモデルも１とした。したがって，実際に推定するモデルは以下の２つ

である。

モデル１（２変数 VAR・財源内訳なし）
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モデル２（５変数 VAR・財源内訳あり）
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ここで，Grangerの因果性テストは，係数ベクトルの非対角要素に関する通

常のWald検定によって行われる。例えば，モデル１において，歳入→歳出の

因果関係は，H0：b12＝0が棄却されることによって，逆に歳出→歳入の因果関

係は，H0：b12＝0が棄却されることによって判断される。

表２ 単位根検定（１階階差）

変 数 全サンプル １９７５～１９９０ １９９１～２００７

⊿ log（E） －７．５８７ ＊＊［０．０００］ －５．５９６ ＊＊［０．０００］ －５．９５１ ＊＊［０．０００］

⊿ log（R） －７．９１５ ＊＊［０．０００］ －５．２７１ ＊＊［０．０００］ －６．１１９ ＊＊［０．０００］

⊿ log（T） －１５．０３６ ＊＊［０．０００］ －７．８００ ＊＊［０．０００］ －１４．５４６ ＊＊［０．０００］

⊿ log（L） －１４．２０８ ＊＊［０．０００］ －１１．７４４ ＊＊［０．０００］ －８．５１５ ＊＊［０．０００］

⊿ log（M） －１１．９６１ ＊＊［０．０００］ －５．４９０ ＊＊［０．０００］ －６．５１８ ＊＊［０．０００］

⊿ log（B） －２４．０８５ ＊＊［０．０００］ －１５．３３５ ＊＊［０．０００］ －１１．７２４ ＊＊［０．０００］

注１：数値は，Choi（２００１）の Z検定統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（すべてのクロスセクション系列が単位根を持つ）

が棄却されることを表す。
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３．２ 結果と解釈

Granger因果性テストの結果は，表３に示すとおりである。まず，歳入・歳

出総額の２変数間の因果関係（モデル１）についてみると，全サンプル，サブ

サンプルに関わらず，Tax→Spend，Spend→Taxの両方向の因果関係が検出さ

れており，この定式化に関する限り，Doi（１９９８）と同様の結果が得られてい

るといえる。

一方，財源の内訳を考慮したモデル２についてみると，モデル１のような単

純な結果ではなく，因果関係の有無や方向性が時期によって変化していること

が確認できる。全サンプルで因果関係が確認されるのは，歳入→歳出の方向で

は，国庫支出金（から歳出へ）の影響のみであるのに対し，逆に歳出→歳入の

方向では，（歳出から）地方税，地方交付税，地方債に対して影響が働いてい

表３ 因果性テスト

モデル１（財源内訳なし）：２変数

因果関係 全サンプル １９７５～１９９０ １９９１～２００７

⊿ log（R）→⊿ log（E） ４４．３２８ ＊＊［０．０００］ ５５．１９６ ＊＊［０．０００］ １２．３０７ ＊＊［０．００１］

⊿ log（E）→⊿ log（R） ４６．４２９ ＊＊［０．０００］ ５０．３４５ ＊＊［０．０００］ １４．３７０ ＊＊［０．０００］

注１：数値は，Wald統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：†は１０％水準，＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（因果関係なし）が棄却されるこ

とを表す。

モデル２（財源内訳あり）：５変数

因果関係 全サンプル １９７５～１９９０ １９９１～２００７

⊿ log（T）→⊿ log（E） ０．８９２ ［０．３４５］ ２．８９８ † ［０．０８９］ ０．０２４ ［０．８７６］

⊿ log（L）→⊿ log（E） ０．００１ ［０．９７６］ ０．０２４ ［０．８７８］ ０．５７６ ［０．４４８］

⊿ log（M）→⊿ log（E） ９．８８７ ＊＊［０．００２］ ３．９４６ ＊ ［０．０４７］ ３．４９０ † ［０．０６１］

⊿ log（B）→⊿ log（E） ０．０９６ ［０．７５７］ ３．００３ † ［０．０８３］ １．７９９ ［０．１８０］

⊿ log（E）→⊿ log（T） ３２．６３１ ＊＊［０．０００］ １．４９０ ［０．２２２］ ３２．７２７ ＊＊［０．０００］

⊿ log（E）→⊿ log（L） １９．０３７ ＊＊［０．０００］ ７．６３０ ＊＊［０．００６］ ９．３５５ ＊＊［０．００２］

⊿ log（E）→⊿ log（M） １．８５８ ［０．１７３］ ０．７８６ ［０．３７５］ ５．１３４ ＊ ［０．０２４］

⊿ log（E）→⊿ log（B） ６．１４４ ＊ ［０．０１３］ ０．０７０ ［０．７９２］ ３．８２０ † ［０．０５１］

注１：数値は，Wald統計量，［ ］内は P値を表す。
注２：†は１０％水準，＊は５％水準，＊＊は１％水準で，帰無仮説（因果関係なし）が棄却されるこ

とを表す。
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ることが確認される7。

つまり，歳入を４つに分割したモデルで見た場合には，Tax→Spendよりも

Spend→Taxの因果関係を示唆する結果が得られていることになる。課税自主

権が制限されている，わが国の地方財政を対象とする限り，国家レベルで始

まった，Tax-Spend Debateをそのまま適用することは必ずしも適切ではないも

のの，歳入の定義を見直すことで，Tax→Spendの因果関係が見出し難くなっ

たことは，財政再建への示唆という点で重要である。同じ地方歳入であっても，

性質が異なる財源を１つにまとめて分析することは，歳入・歳出関係の議論に

おいて，誤った結論を導きかねないと言える。

また，サブサンプルによる実証分析の結果からは以下の２点が確認される。

①歳入→歳出の方向では，バブル崩壊前まで，（弱いながらも）地方税，国庫

支出金，地方債の影響が働いており，Tax→Spendの因果関係が多少見られる

のに対し，バブル崩壊後は，国庫支出金の影響が確認されるにとどまっている

こと，②歳出→歳入の方向に関しては，バブル崩壊前は歳出から影響を受けて

いた財源は地方交付税のみであったのに対し，バブル崩壊後はすべての財源に

影響が及んでいることである。

これらの結果を総合すると，バブル崩壊前（主に１９８０年代）の歳入・歳出関

係は，Tax→Spendの因果関係が働いていたのに対し，バブル崩壊後（主に１９９０

年代）は，政府間財政移転（地方交付税，国庫支出金）の影響も考慮すると，

Spend→Taxの因果関係が支配的になっているといえる。これは，１９９０年代，

歳出規模に対して地方税収が低迷し，結果として，地方交付税や国庫支出金，

または地方債への依存度を高めた結果である可能性がある。

また，以上の結果は，バブル崩壊を境目として，歳入・歳出関係が変化して

いる可能性を示唆しているが，先行研究で得られた両方向の因果関係は，時期

によって異なる，単一の因果関係を１つのサンプルとして推定したことによっ

て生じたのかもしれない。この点でも，本稿のようにサブサンプルを用いた分

7 ただし，歳出→地方税への因果関係については，少なくとも地方政府にとって裁
量が働きにくいとされる，わが国の地方税制度を念頭に置く限り，解釈は容易では
ない。ちなみに，堀場（1990）でも歳出→地方税への因果関係は検出されている。
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析の意義があるといえる。

また，歳出→補助金の因果関係は，地方交付税に関する限り一貫して検出さ

れている。この因果関係が，地方政府が望む政策を実施する上で必要となる財

源を確保するために，国に補助金等を増やすよう働きかけた結果を表している

とすれば，Doi（１９９８）などが指摘したように，「わが国の地方財政は完全に中

央集権的に運営されているのではなく，地方政府の要求も受けて運営されて

いる」との見解と矛盾するものではないといえる。また，赤井・佐藤・山下

（２００３）が指摘するように，地方交付税は実態としては地方歳出の後追いに

なっているということを裏付ける結果とも考えられる。

最後に，わが国の歳入・歳出関係に関する実証分析で，政府間財政移転（地

方交付税）の影響を分析した，堀場（１９９０），高橋（２００８）の結果と本稿の結

果を比較することとしたい。いずれの先行研究でも，地方交付税→歳出への因

果関係を検出しているが，本稿ではそのような結果は得られなかった。しかし，

同じく国からの財政移転である，国庫支出金は歳出に対して，一貫して有意な

影響を与えている。制度的には，地方交付税は，国によって使途を定められな

い「一般定額補助金」であり，一方の国庫支出金は，国によって使途を定めら

れる「特定定率補助金」であり，特定の歳出を誘導する効果がある。補助金と

しての性質の違いを考慮すると，「国庫支出金は歳出に影響を与える」との本

稿の結果は，よりもっともらしいと考えられる8。

４．ま と め

本稿では，「政府の歳入・歳出の議論」に関する先行研究の議論を整理する

8 堀場（1990）は，歳入（一般財源合計，地方税，地方交付税のいずれか）と歳出
の2変数 VAR，高橋（2008）は，歳出総額，地方税，地方交付税の3変数 VARによる
結果であり，いずれも国庫支出金の効果は考慮されてないことに注意されたい。た
だし，土居・別所（2005）が示すように，地方債の交付税措置によって，地方政府
の投資を増やしてきた側面がある。これは，地方交付税も実態としては，特定補助
金化している可能性があることを示している。本稿の実証分析では，地方交付税が
歳出に与える影響については確認されなかったが，適債事業である，普通建設事業
費を対象とすれば，地方交付税の影響が検出される可能性がある。
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とともに，１９７５年度から２００７年度までの都道府県の歳入・歳出決算を用いて，

わが国の地方財政における，歳入・歳出関係の実証分析を行った。

実証分析の結果，全サンプルを用いた分析結果からは，Spend→Taxの因果

関係が優勢であること，サブサンプルを用いた結果からは，バブル経済崩壊前

は，弱いながらも，Tax→Spendの因果関係が確認されるが，バブル崩壊後は

Spend→Taxの因果関係が確認され，地方税ばかりではなく，政府間財政移転

や地方債によるファイナンスに対する依存度が高まった可能性があることが確

認された。

わが国の地方財政統計を用いた先行研究では，歳出と歳入の間に両方向の因

果関係があるとするものや，Tax→Spendの因果関係だけが検出されるとした

これまでの先行研究の結果とは異なる結果が得られたことになる。これは，本

稿の実証分析において，経済・財政構造の変化に着目してサブサンプルを用い

たことと，財源の内訳も考慮したより詳細な分析を行ったことで，新たに明ら

かにされたといえる。

本稿の実証分析の結果より，地方財政の健全化という観点からは，Tax→Spend

という因果関係よりも，逆の因果関係，つまり，特に地方歳出のかなりの部分

を地方税以外の財源によって賄っていることが問題点として挙げられる。この

Spend→Tax（政府間財政移転や地方債を含む）の因果関係は，地方にとって必

要な歳出を確保しているという点で，「分権的」な財政運営が出来ている側面

がある反面，このことが事前の歳出削減努力を阻害している側面（予算のソフ

ト化）も否定できない。

したがって，この観点からすると，地方政府（および国全体）の財政の健全

化を進める上では，予算制約のハード化が必要であるということになろう。た

だし，実証分析の結果のうち，解釈が難しい部分も残されており，本稿の結果

から，強い政策的含意を導くことは注意を要する。

本稿の実証分析において，残された課題は以下の点である。１つは，計量分

析の手法についてである。高橋（２００８）も指摘するように，パネル VARを推

定する場合には，形式的にはダイナミック・パネルとなる。ここで，個別効果

を考慮したパネル推定を行う場合は，説明変数に入る被説明変数のラグ項と撹
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乱項が相関し，OLS推定量にバイアスが生じることから，一致推定量を得る

ためには，Arellano and Bond（１９９１）らによる GMMを用いるか，少なくとも

操作変数法を用いて推定する必要がある。

また，因果性テストの結果は，VARに含む変数の組み合わせや，選択する

ラグによって大きく変わる可能性がある。本稿の実証分析でも，解釈が容易で

ない結果も一部で見られた。本稿では，都道府県の歳出と歳入（総額と内訳）

を対象にして，VARを推定したが，地域の経済状況に関係する変数などを考

慮することや，より詳細な財政変数を用いて実証分析を行うことも今後の課題

である。
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